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利根川河口部における河道掘削土の 

土質改良に関する一考察 
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 利根川河口部の河道浚渫土（砂質土）および自然再生工事に伴う高水敷掘削土（粘性土）の

土質性状が異なる２種類の発生土について，土質改良による盛土材等への再利用について調査

した．回転式破砕混合機を用いる工法や，生石灰と混合する方法等により土砂の混合処理方式

を比較検討した．カキ殻等の異物混入した土砂にも対応可能で，土質性状の違いにも柔軟に対

応可能な回転式破砕型の混合処理プラントにおける問題点や，現地試験による考察を行った．

最適な土質性状を得るため，含水比や混合比率について，現地でさまざまな条件での組み合わ

せや改良方法を試行し，盛土材として再利用にあたっての課題を整理し，適用性のとりまとめ，

今後の活用方策に関する考察を行った． 
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1. はじめに 

  

利根川河口部では，流下能力の向上を目的とした 

河道掘削及び，浸水防止のため無堤地区における築 

堤整備を鋭意進めている．河道掘削の発生土は，河川 

区域内の処理ヤードで自然乾燥させた後，築堤工事等 

に再利用しているが，河道掘削箇所は海に近い河口か 

ら１～２ｋｍの地点であるため，貝殻片等異物が混入 

していること，砂分が多いことから，そのまま用いる 

と施工のワーカビリティが低下する．また，環境保全 

の視点から，ヨシ原が広がる湿地環境を再生するため 

に，高水敷を切り下げる工事を実施しているが，その 

発生土は粘性土が多く，高含水比のため，処理ヤード 

においての自然乾燥に長期間を要する場合が多い．さ 

らに植生の茎根の混入があるため，単体では築堤材料 

に向かない．利根川河口部の治水事業を進めていくう

えで、これら発生土の取り扱いが懸案の一つにもなって

いる． 

そこで，築堤には不向きな土質の発生土について，    

築堤工事に有効利用していくことを目的とした土質改   

良について検証を行った． 

 

2. 河川堤防盛土材に改良土を用いる場合の考え方 

  

河川土工マニュアル（平成21年4月財団法人国土技 

術研究センター）1)      においては，石灰やセメント等を 

用いて土質改良を実施する場合，土質，添加材，混合 

率，混合方法によって，完成後の堤体に乾燥収縮によ 

るクラックが発生することがあるため，室内試験によ 

る基礎的な検討を行い，試験施工による検証を行った 

上で工法を決定することが良いとされている． 

河川堤防の盛土材に改良土を用いる場合の方針等   

に関する，研究事案等では，含水比の高い状態や粒度 

が適切でない場合は自然乾燥やトレンチ掘削等による  

含水比の低下，最適な粒度分布とするための粒度調整  

を行う必要性を重要視した記述もみられる． 

本稿では，カキ殻等の異物混入や含水比率が高い 

浚渫土でも使用が可能とされる，回転式破砕混合工法 

を用いた土質改良に関する一考察を行うものである． 

 

3.  回転式破砕混合工法の特徴について 

 

  回転式破砕混合工法による建設発生土リサイクル技 

術については，以下のような特徴がある． 

 

①回転式破砕混合工法の特徴としては，１つの機構で 

破砕と混合を同時に処理することが可能． 

②高含水比粘性土～軟岩まで適用可能． 

③連続大量製造が可能． 

④草・ゴミなどの分別除去によりリサイクル率向上 

⑤シンプルな装置でメンテナンスも容易 
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写真－１ プラント全景 

 

4.  土砂改良工事の目的 

 

土質改良工事について、下記の３点を主な目的 

とした． 

①粒度分布の改善 

［築堤土に適さない土（粘性土）の再利用］ 

②施工に必要な強度確保 

［コーン指数qc=400kN/m2以上］ 

③ゴミ等の除去 

［カキ殻（浚渫土），根茎（粘性土）の除去］ 

 

 
写真－２ 粘性土 

 

写真－３ 浚渫土 

 

5.  事前配合試験の内容と結果 

 

回転式破砕機による土質改良を行う前に，事前配 

合試験を行い,下記の項目について原料土の土質性状 

の検討を行った．  

 

① 浚渫土と粘性土を混合し，望ましい粒度分布 

（15%≦Fc≦50%）の範囲内の最適な混合比率の把握 

②   必要な強度（ｑc=400KN/m2以上）を確保出来る 

生石灰添加量の把握 

 

 

写真－４ 原料土採取場所 

 

原料土については，利根川下流河川事務所管内の 

 １２ 箇所のストックヤードから採取し ，各採取土に 

ついて土質試験を行った．以下に結果を示す． 

 

 

図－１ 原料土の土質試験結果1 

 

図－２ 原料土の土質試験結果2 
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図－３ 原料土の土質試験結果3 

 

配合比率の検討を行った結果，浚渫土2：粘性土1 

の配合で15%≦Fc≦50%の範囲内となるため，配合比

率を浚渫土2：粘性土1とした． 

次に，含水比低下や必要な強度（ｑc=400KN/m2以 

上）の確保を目的として，生石灰添加量の検討を行っ

た．検討ケースは以下の３ケースとした． 

＜生石灰添加量＞  

①10kg/m3，② 20kg/m3，③ 30kg/m3 

※添加量上限：30kg/m3 

（江戸川の検討事例を参考として決定） 

 

 

図－4 生石灰添加量の確認 

 

上記検討ケースでは，浚渫土を試験土として使用し 

 たが，含水比の高さが影響し，生石灰添加量が30kg/m3 

以下では，コーン指数ｑc=400KN/m2以上が確保できな

いことがわかった．このため、本施工時においては，現

場に仮置きし た改良土の含水比，コーン指数を測定

し，使用可能時 期を確認することとした． 

 

6.  改良プラントでの試験施工(土質改良)及び結

果 

 

１）事前の配合試験結果をもとに,配合比率を浚渫土

２：粘性土１＋生石灰添加（10kg/m3, 20kg/m3, 

30kg/m3, 0kg/m3）として、回転式破砕機による試験

施工（土質改良）行った．※生石灰添加量毎の含

水比，コーン指数の経時変化についても検討を行

った． 

 

写真－５ 回転式破砕機による改良土 

 

２）また，土質改良工程において原料土の含水比が高い

ために発生するロス材についても検討を行った．

以下に検討内容を示す． 

■対策の効果確認 

   浚渫土のみで生石灰添加 

（30kg/m3， 20kg/m3， 10kg/m3，0kg/m3 ） 

 

 

図－5 浚渫土のみで生石灰添加 

 

３）検討結果 

生石灰添加量30kg/m3のケースでは含水比の低下が 

確認でき，ロス材率は５％となった．これにより土質 

改良時に問題となる，振動するフルイ部の目詰まり防 

止効果が得られた． 

生石灰は，土中水を水和水として取り込み，かつ 

発熱反応により多量の土中水を蒸発させるため，含水 

比の高い土質改良に向いているとされているが，今回 

の結果においても顕著に示されていた． 

 

写真－６ 土質改良工程で発生するロス材１ 

生石灰添加量 10kg/m3 20kg/m3 30kg/m3 10kg/m3 20kg/m3 30kg/m3
1日後コーン指数qc kN/m2 36.3 78.6 113.0 52.4 90.7 138.0
3日後コーン指数qc kN/m2 48.4 128.0 256.0 78.6 141.0 309.0
7日後コーン指数qc kN/m3 60.5 123.0 272.0 117.0 210.0 1111.0

原料土２：１ 芦崎Cヤード＋13.25k①粘性土 芦崎Hヤード＋13.25k①粘性土
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写真－７ 土質改良工程で発生するロス材２ 

 

 

４）回転式破砕機試験の結果を以下に示す． 

 

図－6 回転式破砕機試験の結果 

 

生石灰添加量 10kg/m3, 20kg/m3, 30kg/m3において， 

プラントの稼働に大きな差は見られなかったことか 

ら，石灰添加量は10kg/m3として本施工を行うこと 

とした． 

 

図－6 コーン指数の変化 管理図表 (試験施工) 

 

7. おわりに  

今回，利根川河口部において発生する浚渫土や粘 

性土について，築堤整備の盛土材として有効利用の視 

点から有効な検証結果が得られた．主なものとして， 

試験施工等により使用材料の含水比が３０％を上回る 

と，土砂改良工程に影響があること，また，築堤土に 

適さない土の粒度分布改善には，浚渫土２：粘性土１ 

＋生石灰添加（10kg/m3）が有効であり，盛土材とし 

て施工に必要な強度［コーン指数qc=400kN/m2以上］ 

を確保可能であることがわかった． 

しかしながら，土質改良を行ううえで,原料土とな

る浚渫土，粘性土の乾燥を促進する必要があり，土質改

良の品質を確保していくためには，ヤード等において，

計画的かつ効率的に含水比を低下促進していくことが重

要である．今後，継続的に，現場における土質改良及び

施工をモニタリングし，最適な土砂利用についての知見

を蓄積していきたい. 
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